老人福祉法上の届出チェックリスト（認知症対応型共同生活介護）
	届出者（法人名）



	事業所名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者連絡先　　TEL　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　（担当者　　　　）

　　　　　　　　メールアドレス


＊　あてはまる箇所にチェック（Ｖまたは■）をお願いします。

１　入居一時金をとっていますか。　　　　　　　　　　□　はい（２へ）　□　いいえ

２　保全措置が必要な入居一時金をとっていますか。　　□　はい（３へ）　□　いいえ

　　（敷金（家賃の６月分に相当する額を上限とする。）は対象となりません。）

　
３　保全措置を講じていますか。　　　　　　　　　　　□　はい（４へ）　□　いいえ

４　保全措置の方法を選択してください。（契約書の写しもご提出ください。）
□イ　銀行、信託会社、信用金庫、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合で出資の総額が５，０００万円以上であるもの、労働金庫又は宅地建物取引業法第４１条第１項第１号の国土交通大臣が指定する者との間において、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が前払金の返還債務を負うこととなった場合において当該銀行等がその債務のうち保全金額(前払金のうち、あらかじめ契約で定めた予定償却期間のうち残存する期間に係る額又は５００万円のいずれか低い方の金額以上の金額をいう。以下同じ。)に相当する部分を連帯して保証することを委託する契約。
□ロ　認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者の親会社であって、１以上の指定格付機関により長期の債務を履行する能力について特定格付が付与されたものとの間において、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が前払金の返還債務を負うことになった場合において当該親会社がその債務のうち保全金額に相当する部分を連帯して保証することを委託する契約。
□ハ　保険事業者との間において、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が受領した前払金の返還債務の不履行により当該認知症対応型老人共同生活援助事業が行われる住居の入居者に生じた損害のうち当該返還債務の不履行に係る保全金額に相当する部分を当該保険事業者がうめることを約する保証保険契約。
□ニ　信託会社等(信託会社及び信託業務を営む金融機関をいう。)との間において、保全金額につき前払金を支払った入居者を受益者とする信託契約。

□ホ　民法第３４条の規定により設立された法人で高齢者の福祉の増進に寄与することを目的として設立されたものとの間において、前払金について認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者が返還債務を負うこととなる場合に備えた保全のための契約を締結することであって、イからニまでに掲げる措置に準ずるものとして都道府県知事が認めるもの。
＊　このチェックリストも提出してください。

